
 

 

 

 
 

 

   

○ 若年者や離転職者等に対し、産業界のニーズに即した資格取得や職業訓練の機会を
設け、職業能力の向上を支援し、産業人材の育成を目指します。 

 
 

○ 製造業の海外移転や技術の高度化、IT 化の進展などから、企業間競争・地域間競争
が激化する中、産業の振興を図る上で、人材の確保・育成は重要な課題となってい
ます。 

○ 島根では生産年齢人口の減少、若者の県外流失などから、県内産業を担う人材の育
成を積極的に進めていくことが求められています。 

○ 県内誘致企業の工場増設が相次ぎ、大規模な雇用が計画されていますが、県外の大
手製造業なども県内の新卒者への求人活動を積極化しており、今後、県内企業全体
に渡って、人材の確保がより難しくなることが懸念されます。 

○ 製造業などの分野では、技術革新が日進月歩の勢いで急速に進んでおり、高度な技
術や技能に対応できる多様な職業能力の開発が求められています。 

 
 

○ 産業界が必要とする人材を育成するため、産業界・学校・市町村等が連携した体制
の整備を県内各地域において進めます。 

○ 新規学卒者や若年者を対象に、職業に就くために必要な技能・知識を習得する職業
訓練を実施します。 

○ 離転職者の早期就職を図るために、多様な職業訓練を実施します。 
 

 

 
  23  

①産学官連携組織構築市町村数 １市 ８市町 

②県の支援による職業訓練を修
了した若年者・離転職者の就
職率 

若年者  92.5％ 
離転職者 71.6％ 

若年者  95％ 
離転職者 75％ 

③ものづくり産業分野における
技能検定及び県技能評価認定
制度の年間合格者数 

122 人 

 

200 人 

 
① 地域産業の振興に必要な産業人材の育成や確保に向け産業界と教育機関が連携した取組みを行
う市町村数です。県内で一定規模の企業集積がある 8市町において設置することを目指します。 

② 県立高等技術校が行う若年者及び離転職者職業訓練を修了後６ヶ月以内に就職した人の割合で
す。 

③ 技能検定及び県技能評価認定制度における年間の合格者の数です。年間 10％程度の合格者数増加
を目指します。 

政策Ⅰ－５ 雇用・定住の促進（P -82-） 
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事 業 名 概   要 

◇ 地域産業人材育成・確保推進事
業    

〔担当課〕雇用政策課 
 

○ 地域産業の振興に必要な産業人材の育成や
確保に向け、地域での産業界と教育機関の連
携した取組みを支援する産業人材育成コー
ディネーターを配置します。 

 
◇ 学卒者等の職業能力開発事業 

〔担当課〕雇用政策課 
 

○ 新規学卒者や若年者等を対象として、職業に
就くために必要な技術や専門的知識を習得
するための職業訓練を実施します。 

 

◇ 離転職者等の職業能力開発事
業    

〔担当課〕雇用政策課 
 

○ 離転職者の早期就職を図るために、職業に必
要な技能・知識を習得するための多様な職業
訓練を実施します。 
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